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要旨  

 本稿では都市雇用圏及び連携中枢都市圏等の圏域を構成する定義に対し、地域経済循環構造の尺度を用いて議論す

る。地域経済循環構造を表す3つの構成要素「生産（付加価値額）、分配（所得）、支出（消費・投資）」の観点から、圏

域外との経済的依存関係を見る目安として地域経済循環率が 100％を超える圏域が望ましい都市圏であると考えると、

連携中枢都市圏は34圏域中7圏域、大都市雇用圏は100圏域中 30圏域が該当する。また地域経済循環率と雇用者所

得、第 2次産業の労働生産性の間にはそれぞれ強い相関が見られることから、第 2次産業が圏域の経済的自立性を支え

る核となる産業であることが地域経済循環率を用いることで示された。 
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課題 

 本稿では都市圏域構想において地域経済循環構造を考慮する必要性について議論する。 

地方都市圏において人口の「自然減」や大都市への転出に伴う人口の「社会減」によって、2040 年には 896 の自治体

が消滅すると予測されており[1]、持続可能な社会を実現するための施策が求められる。しかし限られた資源の中、単独

の市町村のみで持続的な行政サービスを行うことは現実的ではないため、複数の市町村連携によって広域的に問題を解

決することが望まれる[2]。そこで総務省は一定の圏域人口を有し、活力ある社会経済を維持するための拠点を形成する

目的で「連携中枢都市圏」構想を推進している[3]。また、金本・徳岡(2002) [4]は社会的・経済的な繋がりを重視した実

質的な都市空間としての「都市雇用圏」を定義している。 

これらの圏域はいずれも経済機能を担う中心都市と生活機能を担う地理的に隣接した周辺都市（郊外）によって形成さ

れている。中心都市はDID集中人口や夜間人口数、周辺都市は中心都市への通勤割合等によって定義されている。そのた

め、広域連携における経済活動の一端は就労目的での人口の流出入によって確認できる。 

他方、圏域内で生産されたモノ・カネが実際どれくらい圏域内に還元されているかは既存の都市圏域の定義では考慮さ

れていない。特に圏域内での生活や経済活動を維持する目的で連携される連携中枢都市圏においては圏域で自立した経

済活動を行う上でも、地域経済循環構造を踏まえた圏域構想を行うことが望ましい。 

 

1.先行研究:「連携中枢都市圏」と「都市雇用圏」の経済的視点に基づく先行研究 

本稿では上述した「連携中枢都市圏」と「都市雇用圏」の2つを地域経済循環の分析対象とする。既存の圏域内経済に

関する研究として、辻(2015) [5] が連携中枢都市圏形成による地域経済効果として、「コンパクト化」、「ネットワーク化」、

「経済成長の牽引と高次都市機能の充実強化」の効果に期待しているが、森川（2016）[6]や外川（2016）[7]、片山（2018）

[8]は、制度的側面や政策目的等の視点において有益な連携にはならない可能性を指摘している。経済活動の面では、林

(2017) [2]は通勤通学割合が産業政策を考える際に考慮すべき企業のサプライチェーンと一致するとは限らないことから、

企業活動の一体性に基づいた圏域として企業活動圏を提案している。また駒木(2010) [9]が圏域内に大規模商業施設が立

地された場合の地域経済への影響を分析している。都市雇用圏については、経済産業省がこれを「経済圏」と定義し、「経

済圏」内での「コネクターハブ企業（地域中核企業）」及びその取引先企業との取引関係やサプライチェーンなどの分析

が地域活性化政策の立案に有益なものであると主張している[10]。ただしこれらのデータは帝国データバンク等が保有す

るデータからの分析であり、利用者が限定されている。 

いずれの研究もマクロな視点で圏域内の経済構造を評価したものはない。 



 

 

2.先行研究:「生活圏」と「都市圏」の変遷 

 圏域構想に関する先行研究として、本稿で議論する「連携中枢都市圏」と「都市雇用圏」の時代ごとの設定目的や圏域

形成の背景について以下にまとめる。ここで前者は総務省や国土交通省の定義した「生活圏」[11]、後者は研究者らが提

案した「都市圏」[12]として捉えている。 

 「生活圏」の設定は新全国総合開発計画（新全総）において 1969年 6月に行われた、都道府県建設省所管施設整備基

本計画の議論から始まる。以降、策定された「地方生活圏整備計画」や「新地方生活圏整備計画」等の中で、「地方生活

圏」が 1990年に構想された[13]。この圏域構想は1955年から 1970年に起こった3大都市圏への人口集中や 1980年から

1988 年に起こった東京一極集中などを背景に、大都市地域及び沖縄県を除く全国において、都市と周辺の農山漁村が一

体となるよう設定された生活圏域である。中心都市人口や圏域内移動距離、圏域内移動時間等を基準に「地方生活圏」、

「2次生活圏」、「1次生活圏」、「基礎集落圏」の 4つの圏域が定義され、この圏域基準では 179圏域が設定されている。

次に 1998 年に実施された 21 世紀の国土のグランドデザインを通じて、「二層の広域圏」が 2005 年に国土交通省によっ

て構想された[14]。この圏域構想は 1993 年以降の東京への再一極化の構造や人口減少、少子高齢化、経済の停滞、財政

の制約などを背景に、広い圏域において地域間の「連携」と「交流」から生まれる集積効果や交流機能、高次都市機能を

有する都市構造を構築することを目的とした「地域ブロック」(経済面)を構想しており、600～1000万人の規模を目安に

形成される。またその地域ブロックの内部に存在する市町村同士においても日常的に必要な都市的サービスが適切かつ

効率的に享受できる範囲として、交通 1時間圏及び圏域内人口 30万人前後を目安に「生活圏域」（生活面）を定義し、こ

れら 2つをもって二層の広域圏を構成している。その後の圏域構想として地方分権に焦点が当てられ、地方の住民が自市

の政策に対し主体的に取り組む「定住自立圏」が 2008 年に総務省によって構想された[15]。さらに広域の概念として中

核都市を圏域の中心とする「連携中枢都市圏」が2014年に総務省によって構想された[3]。いずれの圏域構想も、地方圏

において、人口減少や少子高齢化に伴う財政悪化と緊縮財政、またそれに伴う人口減少といった負の循環に落ち込む危機

があったことを背景に構想された。定住自立圏においては一般病院や大型スーパー、高等学校、図書館等、生活に必要な

都市機能が存続可能な基準として、中心都市人口が 5万人以上かつ昼夜間人口比率が100％以上を条件に生活圏を形成し

ており、2020年10月 1日現在、128圏域(537市町村)が定住自立圏を形成している。定住自立圏では地方圏における「定

住の受け皿」としての役割や人口流出を食い止める「ダム機能」が期待されている。連携中枢都市圏では大学やショッピ

ングセンターなど、定住自立圏よりさらに高度な都市機能が存続可能な基準である、中心都市人口が 20万人以上かつ昼

夜間人口比率が 100％以上を条件に生活圏を形成しており、2020年 4月 1日現在では 34圏域(325市町村)が連携中枢都

市圏を形成している。連携中枢都市圏は、「圏域全体の経済成長のけん引」や「高次の都市機能の集積・強化」、「圏域全

体の生活関連機能サービスの向上」など、「一定の圏域人口を有し、活力ある社会経済を維持するための拠点」となるこ

とが期待されている。また 2018年には東京圏への人口流出を抑制する機能の発揮が期待される政令指定都市、県庁所在

地、中核市、旧特例市などを対象に「中枢中核都市」が地方創生事務局によって 82市選定され、都市機能強化のための

支援が行われている。 

 他方、「都市圏」の設定について長田(2006) [12]によると、高度経済成長期における3大都市圏への人口集中を背景に、

総務省が 1960 年以降の国勢調査において大都市圏を、1975 年以降には都市圏を設定し、「大都市圏・都市圏」を定義し

ている。大都市圏の中心都市は東京都特別区部及び大阪市、名古屋市などの政令指定都市であり、都市圏は大都市圏以外

の人口 50 万人以上の市が対象である。また周辺市町村はいずれも中心市への 15 歳以上の通勤・通学者数の割合が当該

市町村の常住人口の 1.5％以上とされている。ただし総務省における大都市圏や都市圏の設定は圏域内での経済構造を必

ずしも反映したものではないため、以降も各研究者によってさまざまな都市圏が設定されている。特に Kawashima et 

al.(1993) [16]による Kawashima-FUR(Functional Urban Region)は国土交通省の独自の都市圏設定に用いられており、核

都市（中心都市と同義）は人口 10 万人以上かつ昼夜間人口比率が 100％以上、周辺都市である郊外は核都市への通勤通

学者が全通勤通学者の 5％以上または 500人以上と定義している。また、経済活動の複雑化に伴い、都市圏の定義が見直

され、金本・徳岡（2002）によって「都市雇用圏」が定義された。これは米国においても都市圏の基準として使用される

DID(Densely Inhabited District)人口を使用したものである。概ねの定義として、中心都市の DID人口が 1万人から 5

万人の圏域は小都市雇用圏、５万人以上は大都市雇用圏とされる。周辺都市である郊外は中心都市への通勤者の割合が当

該市町村の全通勤者の 10％以上、またはその郊外への通勤率が 10％以上であることなどが条件とされている。都市雇用



 

 

圏は経済産業省の「経済圏」に分析単位として使用され、2010年国勢調査ベースでは 233圏域で日本の 95％がカバーさ

れている [10]。 

 その他の圏域構想として、厚生労働省において、地域包括ケアシステムを構築する圏域として「日常生活圏域」がある

[17]。また環境省において、地域間において資源を補完しあう循環システムを構築する範囲として「地域循環共生圏」な

どがある[18]。これらから、省庁や分析目的に応じて、様々な圏域が定義され、運用されている。 

上記において主に「生活圏」及び「都市圏」に関する変遷を確認したが、いずれの圏域基準においても、地域内での地

域経済循環に着目したものはない。また経済産業省の都市雇用圏を使用した「経済圏」においても、圏域毎の人口変化率

や実質成長率、企業間取引のネットワーク分析等に留まる。そのため本稿では既存の圏域に対し、上述の視点から地域経

済循環構造を分析する。 

本稿で使用する連携中枢都市圏と都市雇用圏の中心都市と周辺都市の設定に関して、表1にまとめる。 

 

表1 連携中枢都市圏と都市雇用圏の設定 
 

連携中枢都市圏 都市雇用圏 

中心都市の設定 ・政令指定都市及び中核市(法定

人口20万人以上) 

・昼夜間人口比率が概ね 100％以

上 

・三大都市圏の区間外 

・三大都市圏の区間内の場合、政

令指定都市であり、三大都市圏域

内に所在する都市又は特別区に

対する通勤・通学割合が10％未満 

以下のいずれかを満たすもの 

・DID人口が1万以上かつ他都市

の郊外でない 

・郊外市町村の条件を満たすが、

従業常住人口比が1以上で、DID

人口が中心市町村の3分の1以上

か、10万人以上 

(DID 人口が 5 万人以上を大都市

雇用圏、1 万人以上５万人未満を

小都市雇用圏とする) 

周辺都市（郊外）の設定 ・原則として連携中枢都市（中心

都市）に対する通勤・通学割合が

10％以上である全ての市町村と

連携協議をするべき 

・上記の他、連携中枢都市の近隣

にあり、連携する意思を有する市

町村 

中心都市への通勤率が 

・10％以上(第1郊外市町村) 

・郊外市町村への通勤率が 10％

以上を越え、かつ通勤率がそれ以

上の他の市町村が存在しない(第

2郊外市町村) 

 

使用データ・方法 

本稿では地域経済循環構造を分析するための経済指標として国民経済計算（SNA）を用いて分析する。分析対象とし

て、連携中枢都市圏（34 都市圏）と都市雇用圏のうち大都市雇用圏（100 都市圏）を使用した。またこれらのデータと

国勢調査(2015)データを突合させ、地域経済循環率等の経済指標と産業構造等の関係性を、相関係数や2次元上への可視

化等を用いて分析する。 

SNA とは一国の経済状況のフロー面、ストック面を体系的に記録した国際的な基準である。具体的にはモノの流れを

捉える「国民所得勘定」において経済全体の生産、分配、支出から見たマネーフローの面が記録され、またモノやカネの

資産の状態を捉える「国民貸借対照表」において実物資産、金融資産・負債、正味資産などのストック面が記録される。

他にも産業間のモノの取引を捉える「産業連関表」やカネの動きを捉える「資金循環表」、外国とのモノやカネの取引を

捉える「国際収支表」などがある。これら5つの勘定体系を整合的、体系的に整理したものがSNAである。本稿で分析

する地域経済循環構造はSNAの経済勘定の接合から算出可能である。 

連携中枢都市圏及び都市雇用圏について、連携中枢都市圏は2020年現在、総務省が推進する都市圏構想であり、圏域

における経済成長のけん引や社会経済の維持を目的に形成された圏域である。そこで地域経済循環構造の観点からモノ



 

 

やカネがどのように循環しているか分析する。都市雇用圏は、2014 年に経済産業省が「経済圏」として都市雇用圏を再

定義しているが、実際に圏域に対して経済構造を反映したものではない 1)。そのため、連携中枢都市圏と同様にマネーフ

ローの分析を行う。また今回、都市雇用圏で定義される大都市雇用圏のみに議論を留めている。小都市雇用圏を使用しな

い理由は、連携中枢都市圏との圏域人口規模が大きく異なるためである。実際、連携中枢都市圏34圏域における夜間人

口中央値は61.1万人に対し、大都市雇用圏は39.8万人、小都市雇用圏は8.5万人である。人口規模の差によって圏域の

有する都市機能の構造は大きく異なるため、本稿では小都市雇用圏は除いて議論する。[19] 

SNA に基づく地域経済循環構造の分析として、これらのデータは内閣府が提供する RESAS[20]及び環境省が提供す

る地域経済循環分析[21]において整備されている。本稿では該当する圏域を設定し、後者を参考に地域経済循環率を算出

した。 

図1は本稿で使用した地域経済循環構造であり、生産 2)、分配(所得)、支出の3つの要素に分解されている。①の生産

では産業別の付加価値額の累計が計上され、それを従業者一人当たりに基準化したものを労働生産性として算出する。②

の分配では①の生産で得られた所得が圏域内の住民や企業に分配されている。ただし圏域内に存在する企業のうち、圏域

外に本社機能を有する場合や、圏域外からの就業者などが多い場合、圏域内で生産された所得は「所得流出」として圏域

外へ流出することになる。また、この分配には国・都道府県からの補助金・交付税等含む財政移転による所得の流入・流

出も含まれる。③の支出では、②によって得られた所得が消費や投資、経常収支において支出されている。消費・投資に

おいては圏域内住民・企業が圏域外で消費・投資行動を起こした場合、「資金流出」となり、一方で圏域外住民・企業が

圏域内に対し、消費・投資行動を起こした場合、「資金流入」となる。経常収支は圏域における輸出入の差で定義され、

輸出超過であると「資金流入」、輸入超過であると「資金流出」となる。また③の支出によって①の生産は喚起され、さ

らに②の分配につながり、③の支出にモノ・カネが循環する。これらの循環構造から地域経済循環が定義できる。本稿で

は内閣府の地域経済循環率を参考に、「地域経済循環率＝支出(・生産)÷分配」とした。この地域経済循環率が100％を上

回る場合、圏域外から流入する雇用者所得やその他所得に依存せず、経済的に「自立」していることが言える。一方で

100％を下回る場合は、圏域外からの所得の流入に依存しており、また圏域内で発生した需要に対し域内で吸収できず、

圏域外の企業等に委託することになるため、域外に資金が流出していることになる。そのため、圏域内の経済を「自立」

させるためには圏域外から就業者を雇用できる企業があることや、国や都道府県からの補助金に依存しない地域経済循

環構造を構築する必要がある。 

 

図1 地域経済循環図  (出典:環境省一部改変) 

 

結果 

 初めに連携中枢都市圏と大都市雇用圏について産業構造の分析を行う。次に両圏域の地域経済循環構造の分析を行う。

最後に両圏域における産業構造と地域経済循環率との関係性の分析を行う。 

 

 1．連携中枢都市圏と大都市雇用圏の産業構造 

 図 2、図 3はそれぞれ連携中枢都市圏 34圏域、大都市雇用都市圏 100圏域の産業構造を示した散布図であり、横軸が

第 2次産業就業者の割合、縦軸が第 3次産業就業者の割合である。両図に共通して、図中に記した実線はそれぞれの就業

者割合の全国平均値であり、第 2次産業就業者割合は 0.25(25%)、第 3次産業就業者割合は 0.71(71%)である。さらに図



 

 

中の破線（斜線）は第 2 次産業就業者割合と第 3 次産業就業者割合を合計したものであり、左(左下)から合計値が

0.90(90%)、0.95(95%)、1.00(100%)であることを示している。これらの図は第 1次産業・第 2次産業・第 3次産業就業者

割合の合計が 1 であるため、上述の破線が右(右上)に位置するほど、第 2 次産業と第 3 次産業の就業者割合の合計が高

い、つまり第 1次産業の就業者割合が相対的に低くなる。以上のことから、図 2、図 3の第 1象限に位置する地域は第 2

次産業及び第 3次産業の両方が他地域より特化した圏域、第 2象限は第 3次産業に特化した圏域、第 3象限は第 1次産

業に特化した圏域、第 4象限は第 2次産業に特化した圏域であることを示している 3)。図 2において、第 1象限に属する

圏域数は 34圏域中 3圏域、第 2象限は 13圏域、第 3象限は 5圏域、第 4象限は 13圏域である。同様に図 3において、

第 1象限に属する圏域数は100圏域中 2圏域、第 2象限は34圏域、第 3象限は12圏域、第 4象限は 52圏域である。い

ずれの図においても第 2 象限や第 4 象限及び第 2 次産業就業者割合と第 3次産業就業者割合の全国平均付近に多く集ま

っている。図 3において特に第 4象限で突出している地域(図 3の右下端)は豊田市都市圏である。 

 

図 2 連携中枢都市圏34圏域の産業構造 

 

図３ 大都市雇用圏 100圏域の産業構造 

 

2．連携中枢都市圏と大都市雇用圏の地域経済循環構造 

 地域経済循環構造の分析によって得られた、連携中枢都市圏34圏域と大都市雇用圏100圏域分の結果をそれぞれ表2、

表 3にまとめる。表中の項目は両表に共通して、左から地域経済循環率、2015年夜間人口(国勢調査)、支出額(生産額)、

分配額、域内総生産（＝支出・生産）に占める消費の割合、域内総生産に占める支出の割合、域内総生産に占める投資の

割合、域内総生産に占める経済収支の割合、域内総生産に占める域外流出(本社等への流出)の割合、域内総生産に占める

財政移転（補助金等-税金）の割合、圏域内従業者一人当たりの第 1次産業域内総生産(労働生産性)、圏域内従業者一人

当たりの第２次産業域内総生産、圏域内従業者一人当たりの第３次産業域内総生産、圏域内従業者一人当たりの雇用者所

得、第 1次産業就業者割合、第 2次産業就業者割合、第3次産業就業者割合を表しており、地域経済循環率の高い順に降

順している。表 2より、連携中枢都市圏において地域経済循環率が 100％を超える地域は 34圏域中 7圏域であり、同様

に表 3より大都市雇用圏においては 100圏域中30圏域である。 

 また表 4、表5は連携中枢都市圏及び大都市雇用圏のそれぞれの地域経済循環率、雇用者所得と、地域経済循 

環構造内の経済指標との相関をとったものである。表4より連携中枢都市圏において、地域経済循環率との関係性は、支

出において消費とやや強い負の相関、投資とやや強い正の相関、経常収支と非常に強い相関であり、分配において域外流

出、財政移転とは強い負の相関である。また生産において第 1次産業の労働生産性とは相関性が見られないが、第 2次産

業の労働生産性とは強い相関が、第 3次産業の労働生産性とはやや強い相関が見られる。さらに、分配において従業者一



 

 

人当たり雇用者所得とは強い正の相関である。大都市雇用圏においても連携中枢都市圏と概ね類似した傾向を示すが、特

に雇用者所得との相関が連携中枢都市圏の相関係数より高く、より地域経済循環率と強い相関がある。これらの結果を総

じて、地域経済循環率の高い地域は第 2次産業の労働生産性と強い相関があることから、地域経済循環率の高い地域の特

徴として製造業の生産機能が他地域より長けており、投資や輸出超過により外貨を獲得できているが、サービス業等への

消費として圏域外に流出している傾向がある。また分配においては地域内で生産した所得は圏域外の本社等に流出して

いる傾向があるが、補助金等の所得流入には依存せず、自市内で自立した経済活動が行われている。さらに経済的な自立

性が高いほど、圏域内で産出された所得が圏域内の住民に還元されている傾向がある 4)。 

 表 5より、連携中枢都市圏において、雇用者所得との関係性は、支出において消費と強い負の相関、投資や経常収支と

強い正の相関であり、分配において域外流出、財政移転とは負の相関である。また生産において第 1次産業の労働生産性

とは相関性が見られないが、第 2 次産業の労働生産性とは強い相関が、第 3 次産業の労働生産性とはやや強い相関が見

られる。分配において従業者一人当たり雇用者所得とは強い正の相関である。大都市雇用圏においても連携中枢都市圏と

概ね類似した傾向を示しているが、特に第 3次産業の労働生産性において、連携中枢都市圏は大都市雇用圏よりも雇用者

所得との相関が高い。この理由として、一般に第 3次産業は都市規模が大きいほど「規模・集積の経済」の影響から、労

働生産性が高くなる傾向があり[22]、連携中枢都市圏は大都市雇用圏よりも夜間人口中央値が高いため、連携中枢都市圏

の方が高い相関関係になったと考えられる。また、雇用者所得と地域経済循環率との高い相関性から、経済指標との相関

関係も概ね類似している。 

表2 連携中枢都市圏における地域経済循環構造 

 

 

3．連携中枢都市圏と大都市雇用圏の産業構造と地域経済循環率 

 図 4 と図 5 はそれぞれ連携中枢都市圏と大都市雇用圏における産業構造と地域経済循環率を示した散布図である。産

業構造は図 2、図 3と同じ設定であり、圏域ごとの地域経済循環率によって地域差をグラデーションで示している。 

 図 4より、連携中枢都市圏においては第 2象限や全国平均付近において地域経済循環率が高い圏域があり、特に第2象

限における地域経済循環率の高い圏域として、その順に、「しずおか中部連携中枢都市圏」、「高梁川流域連携中枢都市圏」、

「大分都市広域圏」、「山口県央連携都市圏域」などがある。 

 図 5 より、大都市雇用圏においては第 4 象限に地域経済循環率が高い地域が多く集まっており、また第 2 次産業就業

者割合と第 3次産業就業者割合の合計が 95％以上(左から 2つ目の破線と 3つ目の破線の間)においても地域経済循環率

が 1を超える地域がある。一方で第 1次産業に特化した第3象限に位置する圏域においては地域経済循環率が 1を超え 

る地域は少なく、徳島市都市圏と和歌山市都市圏の 2圏域のみである。第 4象限において、地域経済循環率が高い順に、

「豊田市都市圏」、「四日市市都市圏」、「彦根市都市圏」、「周南市都市圏」、「栃木市都市圏」が挙げられる。 

富山広域連携中枢都市圏 106.8% 501,670 23,120 21,645 -1.6% 3.2% 4.8% -10.1% 6.4% 2.86 10 8.36 4.65 0.02 0.26 0.73

しずおか中部連携中枢都市圏 106.6% 1,168,000 53,714 50,394 -4.2% -1.9% 12.3% -12.5% 6.3% 2.4 11.31 8.42 4.79 0.07 0.20 0.73

広島中央地域連携中枢都市圏 105.4% 545,385 24,290 23,056 -7.3% 4.3% 8.0% -15.7% 10.0% 1.75 15.76 7.73 4.97 0.05 0.25 0.70

高梁川流域連携中枢都市圏 104.9% 770,183 31,360 29,894 2.3% 1.8% 0.6% -12.5% 5.6% 1.79 13.13 7.76 4.37 0.06 0.17 0.77

大分都市広域圏 103.5% 764,506 29,775 28,771 1.0% 1.4% 0.9% -12.8% 9.5% 2.51 11.58 7.77 4.15 0.02 0.16 0.82

山口県央連携都市圏域 101.5% 628,836 25,974 25,595 -1.9% 0.4% 2.9% -9.1% 7.4% 1.37 12.86 7.99 4.60 0.07 0.22 0.72

播磨圏域連携中枢都市圏 101.4% 1,307,003 51,406 50,718 3.7% 0.9% -3.3% -13.6% 8.6% 3.19 9.66 8.92 4.50 0.03 0.25 0.72

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏 99.0% 585,348 22,628 22,866 5.7% -1.8% -4.9% -8.3% 10.9% 2.8 6.96 8.87 4.44 0.05 0.21 0.74

広島広域都市圏 98.3% 2,324,756 97,993 99,694 -6.1% 2.5% 1.9% -9.4% 11.1% 1.8 11.4 8.41 4.79 0.05 0.20 0.75

備後圏域 96.7% 857,212 32,158 33,265 -0.1% 0.5% -3.9% -7.2% 10.6% 2.02 10.07 7.5 4.36 0.04 0.31 0.65

石川中央都市圏 96.7% 728,259 28,315 29,295 -1.6% 0.9% -2.7% -3.0% 7.5% 2.01 7.26 7.96 4.37 0.02 0.17 0.81

長野地域連携中枢都市圏 95.4% 543,424 21,617 22,660 0.7% -3.5% -2.0% -8.0% 13.6% 1.57 8.28 8.24 4.24 0.03 0.32 0.66

岡山連携中枢都市圏 94.7% 1,170,158 44,768 47,285 1.4% -1.1% -5.9% -5.7% 12.0% 1.87 8.48 8.14 4.45 0.04 0.23 0.73

熊本連携中枢都市圏 94.0% 1,171,591 37,992 40,412 10.2% -1.7% -14.9% -6.3% 18.8% 2.64 7.76 7.05 3.76 0.02 0.27 0.71

山形連携中枢都市圏 93.5% 527,214 19,109 20,445 4.4% 0.5% -11.9% -7.4% 14.6% 2.72 6.72 7.97 3.93 0.04 0.33 0.63

岐阜連携都市圏 93.2% 587,739 21,258 22,797 0.7% -3.4% -4.6% -6.2% 9.1% 1.9 5.15 8.59 4.09 0.02 0.34 0.64

新潟広域都市圏 93.0% 1,286,730 48,090 51,705 5.7% -3.8% -9.4% -8.2% 15.7% 2.52 7.41 8 4.05 0.05 0.25 0.70

八戸圏域連携中枢都市圏 92.0% 323,447 11,289 12,269 4.3% -4.1% -8.9% -10.9% 18.3% 3.85 7.77 7.69 3.77 0.04 0.32 0.64

ふくい嶺北連携中枢都市圏 91.6% 646,813 25,558 27,912 1.3% -0.4% -10.1% -4.1% 13.2% 2.15 8.28 7.9 4.42 0.04 0.31 0.66

さっぽろ連携中枢都市圏 91.2% 2,600,875 91,384 100,254 4.5% -7.2% -7.0% -5.3% 14.5% 5.63 6.15 8.54 4.51 0.05 0.27 0.68

青森圏域連携中枢都市圏 90.7% 310,640 10,439 11,510 5.2% -4.5% -10.9% -5.2% 16.6% 2.56 4.95 7.91 4.04 0.08 0.25 0.67

みやざき共創都市圏 90.5% 428,089 14,318 15,814 1.5% -2.1% -9.9% -3.1% 14.2% 2.6 6.61 7.51 3.98 0.08 0.17 0.75

とやま呉西圏域 90.5% 443,151 16,859 18,628 -1.9% 1.2% -9.7% -6.1% 13.2% 2.98 8.85 7.67 4.28 0.08 0.26 0.66

北九州都市圏域 89.9% 1,394,457 49,466 55,018 4.2% -1.8% -13.7% -6.6% 18.7% 2.01 8.41 8.09 4.36 0.02 0.26 0.72

松山圏域 88.9% 646,055 20,032 22,537 9.7% -6.3% -16.0% 0.3% 11.7% 1.89 5.66 7.36 3.78 0.04 0.30 0.66

みちのく盛岡広域連携中枢都市圏 88.3% 476,758 16,265 18,427 4.3% -6.4% -11.2% -4.1% 16.8% 2.18 5.55 7.73 3.91 0.08 0.23 0.69

下関市連携中枢都市圏 87.4% 268,517 8,966 10,260 5.8% -3.2% -17.0% -6.4% 18.9% 1.99 8.64 7.37 4.02 0.02 0.20 0.78

長崎広域連携中枢都市圏 86.3% 501,860 16,109 18,675 3.6% 0.0% -19.5% -3.7% 20.0% 2.59 6.16 7.19 3.89 0.04 0.34 0.63

かごしま連携中枢都市圏 84.0% 753,518 23,067 27,461 5.2% -7.8% -16.5% 0.4% 17.8% 2.83 5.27 7.35 4.06 0.10 0.17 0.73

れんけいこうち広域都市圏 82.7% 594,367 19,681 23,811 5.5% -6.0% -20.5% -5.9% 26.8% 2.3 6.84 8.36 4.25 0.08 0.23 0.69

こおりやま広域連携中枢都市圏 81.0% 652,178 23,015 28,422 -1.9% 0.5% -22.1% -4.8% 26.2% 2 7.8 7.8 4.15 0.07 0.31 0.63

久留米広域連携中枢都市圏 79.1% 456,196 13,568 17,149 3.1% -5.5% -23.9% 0.6% 18.4% 2.48 6.9 7.27 3.79 0.05 0.24 0.71

因幡・但馬麒麟のまち連携中枢都市圏 78.8% 265,499 7,993 10,140 9.8% -7.7% -29.0% -2.4% 28.6% 1.64 5.72 6.99 3.46 0.09 0.24 0.68

西九州させぼ広域都市圏 78.1% 487,905 14,535 18,600 7.3% -3.9% -31.4% -2.1% 29.9% 2.95 6.48 6.59 3.53 0.05 0.16 0.79
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表3 大都市雇用圏における地域経済循環構造 

 

豊田市 157.7% 484,352 55,469 35,176 -21.5% 16.1% 42.0% -18.6% -4.6% 2.19 28.98 9 10.58 0.02 0.47 0.51

東京 121.0% 27,280,778 1,426,450 1,179,037 -1.7% 0.9% 18.2% -16.5% 2.8% 3.16 9.66 11.56 5.84 0.01 0.21 0.78

四日市市 120.1% 623,210 33,251 27,682 -10.6% 9.3% 18.1% -14.6% -2.6% 3.24 14.74 9.33 5.46 0.02 0.36 0.62

彦根市 118.8% 135,495 7,335 6,175 -6.9% 9.6% 13.1% -20.3% 7.3% 1.97 17.68 7.95 5.74 0.02 0.36 0.62

周南市 118.1% 267,340 12,831 10,863 -2.7% 3.3% 14.8% -19.9% 5.5% 0.99 15.78 8.13 4.83 0.03 0.32 0.65

栃木市 114.1% 159,211 8,516 7,465 -14.7% 4.5% 22.6% -21.2% 7.7% 2.83 20.22 7.5 5.99 0.06 0.35 0.59

宇部市 113.2% 232,100 9,909 8,750 1.9% 1.9% 7.9% -11.2% -1.4% 1.61 14.72 7.79 4.43 0.03 0.29 0.68

日立市 113.2% 349,111 17,117 15,119 -7.6% 4.6% 14.7% -18.6% 9.8% 3.12 12.1 10.8 5.72 0.03 0.36 0.61

岩国市・大竹市 112.0% 170,907 8,116 7,248 -3.2% 3.8% 10.1% -15.3% 5.7% 1.21 16.61 8.25 4.90 0.03 0.29 0.67

太田市・大泉町 109.5% 613,825 29,580 27,005 -10.7% 2.8% 16.7% -11.5% 5.1% 3.1 13.27 7.69 5.41 0.03 0.39 0.58

富士市 109.5% 387,236 18,026 16,468 -5.8% -0.8% 15.2% -14.6% 4.9% 2.21 12.48 7.95 4.96 0.03 0.40 0.57

東広島市 108.5% 219,333 10,457 9,635 -11.3% 5.3% 13.8% -13.5% 6.6% 1.04 18.77 7.18 5.55 0.05 0.31 0.64

新居浜市 106.9% 228,077 9,748 9,118 -2.5% 0.3% 8.7% -14.3% 7.9% 2.38 13.83 7.3 4.54 0.04 0.33 0.63

浜松市 106.4% 1,129,296 53,148 49,973 -6.5% -1.7% 14.2% -10.3% 5.4% 2.19 11.84 7.92 5.05 0.04 0.37 0.59

呉市 105.9% 252,891 11,139 10,523 -5.0% 4.2% 6.3% -19.6% 12.9% 2.42 15.59 7.81 4.63 0.04 0.28 0.68

名古屋市・他 105.7% 6,772,937 318,270 301,187 -6.2% 7.0% 4.5% -6.4% 0.3% 2.72 10.25 9.35 5.19 0.01 0.32 0.66

徳島市 105.4% 659,744 27,089 25,706 3.8% -1.5% 2.8% -17.8% 12.6% 2.34 12.7 8.54 4.43 0.08 0.24 0.68

苫小牧市 105.3% 190,477 8,178 7,770 0.6% -4.0% 8.4% -6.4% 2.6% 5.3 15.81 7.36 4.84 0.03 0.27 0.71

今治市 104.8% 158,114 6,414 6,120 5.2% -0.9% 0.3% -7.2% 3.5% 2.65 10.8 8.12 4.00 0.06 0.32 0.62

つくば市・土浦市 104.4% 843,402 39,245 37,578 -10.1% 2.2% 12.1% -12.0% 7.6% 4.26 10.74 9.45 5.22 0.05 0.28 0.67

宇都宮市 104.3% 1,103,745 51,152 49,055 -8.4% 0.8% 11.7% -12.2% 8.3% 2.85 13.73 8.01 5.12 0.06 0.30 0.64

大分市 103.6% 737,936 28,390 27,406 1.2% 1.3% 0.9% -12.5% 8.7% 2.05 11.44 7.75 4.12 0.04 0.21 0.75

岡山市 103.1% 1,526,503 61,962 60,097 1.7% 0.7% 0.6% -9.7% 6.6% 1.75 10.93 8.14 4.48 0.03 0.27 0.70

静岡市 103.1% 988,056 42,854 41,571 -2.3% -2.8% 8.1% -10.2% 6.6% 2.71 9.64 8.51 4.65 0.03 0.29 0.68

豊橋市 102.8% 670,144 31,538 30,680 -10.6% 7.1% 6.2% -5.4% -1.1% 2.76 14.06 7.6 5.14 0.08 0.36 0.56

山口市 102.0% 313,364 13,428 13,169 -6.0% 0.8% 7.1% -9.4% 7.8% 1.33 12.45 8.41 4.99 0.04 0.23 0.73

和歌山市 101.8% 569,758 22,749 22,343 -1.3% 1.2% 1.9% -12.0% 9.4% 1.91 13.07 7.98 4.54 0.06 0.24 0.70

姫路市 101.6% 773,389 31,158 30,673 5.6% 0.5% -4.5% -12.8% 10.2% 3.66 8.89 9 4.49 0.02 0.34 0.65

松本市 101.2% 447,802 20,045 19,798 -6.4% -0.8% 8.5% -9.4% 8.8% 1.58 13.79 7.56 4.90 0.08 0.27 0.65

福山市 100.6% 713,459 27,234 27,066 0.3% 1.0% -0.7% -9.2% 8.5% 1.8 10.36 7.61 4.37 0.03 0.33 0.64

沼津市 99.7% 497,258 19,751 19,806 1.3% -3.9% 2.3% -8.6% 6.8% 3.49 9.46 7.86 4.38 0.03 0.30 0.67

神戸市 99.4% 2,419,973 96,714 97,308 3.1% 1.6% -5.4% -10.7% 9.8% 2.04 10.87 9.04 4.99 0.01 0.25 0.74

大阪 98.8% 12,089,076 459,495 464,859 7.8% -1.2% -7.8% -1.8% 3.5% 1.83 7.94 9.14 4.74 0.01 0.24 0.75

舞鶴市 97.9% 94,586 3,990 4,076 1.1% -4.1% 0.9% -9.2% 11.3% 1.56 11.37 8.39 4.62 0.04 0.23 0.72

室蘭市 97.8% 189,696 6,980 7,140 11.2% -6.3% -7.2% -10.3% 12.7% 5.66 12.92 7.27 3.99 0.05 0.23 0.73

高松市 97.6% 819,327 30,926 31,675 5.3% -2.1% -5.7% -4.8% 8.0% 2.69 7.31 8.68 4.42 0.04 0.25 0.71

福岡市 97.5% 2,565,501 100,927 103,498 -2.3% -0.1% -0.1% -6.3% 9.9% 2.53 7.2 9.21 4.87 0.01 0.17 0.82

小山市 97.5% 218,354 8,832 9,060 -7.1% -0.8% 5.3% -9.0% 7.6% 3.72 9.95 8.15 4.65 0.05 0.35 0.60

千歳市 97.3% 173,498 6,842 7,032 -2.0% -6.8% 6.0% -5.8% 8.9% 5.58 11.08 7.65 4.60 0.04 0.20 0.76

富山市 97.2% 1,066,328 44,226 45,496 -1.6% 2.0% -3.3% -7.2% 10.0% 2.96 9.2 7.95 4.45 0.03 0.34 0.63

金沢市 97.1% 747,780 29,303 30,175 -1.8% 1.1% -2.2% -3.9% 7.7% 2 7.72 7.94 4.36 0.02 0.26 0.72

京都市・草津市 97.1% 2,801,044 109,447 112,759 4.9% -3.0% -5.0% -7.1% 9.9% 1.71 10.62 7.98 4.65 0.02 0.24 0.74

広島市 96.5% 1,431,634 59,437 61,579 -6.7% 2.1% 1.0% -7.1% 10.5% 1.95 8.55 8.84 4.77 0.01 0.23 0.76

古河市 96.2% 212,776 8,602 8,945 -13.5% 1.1% 8.5% -11.1% 6.8% 3.83 12.14 7.63 4.78 0.07 0.37 0.56

熊本市 96.0% 1,111,596 36,232 37,733 10.6% -1.5% -13.2% -6.7% 17.4% 2.67 7.71 7.1 3.79 0.06 0.20 0.74

前橋市・高崎市 95.9% 1,263,034 50,765 52,940 -4.6% -0.1% 0.5% -7.4% 10.6% 2.85 10.23 7.76 4.56 0.04 0.30 0.66

水戸市 95.6% 687,734 26,989 28,245 -2.6% -0.7% -1.4% -7.4% 9.7% 2.9 8.45 8.47 4.56 0.05 0.25 0.70

大垣市 93.9% 313,740 11,948 12,725 -5.1% -2.2% 0.8% -6.1% 9.9% 2.7 8.54 8.02 4.44 0.03 0.36 0.61

岐阜市 93.8% 823,219 29,752 31,735 -2.1% -2.6% -1.9% -7.4% 8.1% 1.89 6.98 8.45 4.18 0.02 0.29 0.69

長岡市 93.7% 356,767 13,642 14,553 4.6% -3.7% -7.6% -7.6% 14.9% 1.96 7.75 7.95 4.12 0.04 0.33 0.63

新潟市 93.6% 1,060,013 39,594 42,309 5.5% -3.4% -9.0% -8.7% 15.3% 2.65 7.59 8.09 4.11 0.05 0.25 0.70

津市 93.6% 499,709 19,218 20,541 -1.7% 3.7% -8.9% -8.3% 13.5% 2.91 7.26 8.82 4.54 0.04 0.28 0.68

仙台市 93.3% 1,612,499 66,313 71,076 -1.3% 0.5% -6.4% -8.3% 17.2% 4.02 7.86 6.97 4.92 0.02 0.20 0.78

三条市・燕市 92.8% 215,037 8,128 8,757 6.5% -5.7% -8.5% -6.1% 14.9% 2.26 10.51 8.63 3.78 0.05 0.38 0.57

山形市 92.8% 534,571 19,283 20,783 4.2% 0.5% -12.4% -7.3% 15.1% 2.01 6.91 7.45 3.93 0.08 0.27 0.65

成田市 92.7% 328,796 12,222 13,186 24.2% -1.7% -30.4% -5.6% 14.3% 2.72 6.7 7.97 3.75 0.08 0.19 0.73

長野市 92.4% 589,549 22,409 24,245 2.2% -4.5% -5.9% -6.8% 14.6% 1.56 7.8 8.11 4.05 0.10 0.24 0.66

甲府市 92.1% 586,986 21,180 23,009 3.0% 1.6% -13.3% -5.4% 13.4% 2.35 8.85 7.49 4.06 0.08 0.26 0.65

秋田市 92.0% 397,801 13,958 15,167 5.7% -4.2% -10.2% -9.4% 19.2% 2.18 6.24 8.31 4.18 0.04 0.18 0.78

上越市 91.8% 230,186 9,119 9,934 1.4% -2.4% -8.0% -8.4% 17.2% 1.75 9.96 7.76 4.36 0.05 0.30 0.65

伊勢市 91.6% 183,793 6,808 7,429 -1.3% 3.1% -10.9% -7.1% 15.0% 4.56 9.69 7.51 4.45 0.06 0.26 0.68

福井市 91.6% 646,813 25,558 27,912 1.3% -0.4% -10.1% -4.1% 13.2% 2.15 8.28 7.9 4.42 0.04 0.32 0.64

八戸市 91.4% 324,451 11,294 12,353 3.3% -3.7% -8.9% -11.3% 18.6% 4.28 7.9 7.74 3.82 0.08 0.24 0.68

いわき市 91.3% 350,237 13,678 14,983 -7.5% 4.2% -6.2% -9.7% 16.3% 2.79 9.67 8.65 4.78 0.03 0.32 0.65

札幌市・小樽市 91.3% 2,362,914 82,957 90,896 4.8% -7.1% -7.2% -5.4% 14.6% 5.66 5.65 8.66 4.54 0.01 0.16 0.83

青森市 90.7% 310,640 10,439 11,510 5.2% -4.5% -10.9% -5.2% 16.6% 2.56 4.95 7.91 4.04 0.05 0.16 0.79

延岡市 89.7% 125,159 4,127 4,601 2.8% -1.7% -12.6% -6.2% 19.2% 3.25 9.2 6.69 3.95 0.05 0.28 0.67

松山市 89.4% 637,608 19,755 22,108 9.5% -6.3% -15.1% 0.4% 11.0% 1.84 5.64 7.35 3.78 0.05 0.20 0.76

松江市 89.2% 284,790 10,643 11,932 1.4% -3.8% -9.7% -10.7% 23.9% 1.39 7.87 7.76 3.95 0.06 0.21 0.73

北九州市 89.2% 1,314,276 46,099 51,693 4.3% -1.7% -14.7% -6.5% 18.7% 1.95 8.26 8.14 4.35 0.01 0.26 0.72

宮崎市 88.6% 502,401 16,500 18,614 2.0% -2.5% -12.3% -3.3% 16.0% 3.19 6.49 7.49 3.88 0.08 0.17 0.74

盛岡市 88.6% 470,414 16,037 18,095 4.4% -6.5% -10.8% -4.0% 16.2% 2.09 5.46 7.72 3.91 0.07 0.17 0.76

長崎市 87.8% 785,108 26,482 30,145 0.3% 1.0% -15.2% -5.6% 19.3% 2.45 9.39 6.92 4.02 0.05 0.20 0.75

島田市 87.4% 105,304 3,969 4,539 -9.5% -4.0% -0.9% -8.2% 11.3% 1.84 9.54 8.13 4.27 0.07 0.36 0.56

下関市 87.4% 268,517 8,966 10,260 5.8% -3.2% -17.0% -6.4% 18.9% 1.99 8.64 7.37 4.02 0.05 0.24 0.71

佐賀市 86.8% 398,217 12,836 14,789 4.7% -9.8% -10.1% -3.7% 18.8% 2.63 6.9 6.82 3.56 0.08 0.22 0.70

会津若松市 85.8% 223,807 7,510 8,753 3.8% -0.6% -19.8% -4.9% 21.0% 1.92 6.41 8.12 3.89 0.10 0.27 0.63

高知市 85.8% 519,390 17,216 20,066 5.1% -5.6% -16.1% -5.8% 22.0% 2.26 6.45 8.45 4.32 0.08 0.17 0.76

那覇市・浦添市 85.7% 830,532 25,987 30,314 -4.5% -1.4% -10.8% -2.9% 16.9% 2.11 6.63 7.81 4.22 0.02 0.14 0.84

都城市 85.7% 236,290 7,995 9,329 0.7% -2.3% -15.1% -6.5% 22.8% 3.93 8.28 7.46 3.96 0.12 0.24 0.64

函館市 85.6% 340,489 11,055 12,918 10.5% -9.3% -18.1% -4.8% 21.2% 5.97 5.24 7.97 4.06 0.05 0.19 0.76

大牟田市 85.0% 234,581 7,121 8,380 5.8% -3.0% -20.4% -4.8% 20.2% 2.02 8.54 7.21 3.92 0.06 0.27 0.66

郡山市 84.5% 544,662 19,933 23,587 -1.0% 1.0% -18.4% -5.5% 23.9% 1.9 8.16 7.81 4.24 0.06 0.29 0.65

酒田市 84.4% 142,117 4,901 5,805 4.1% -0.3% -22.3% -5.4% 23.3% 3.22 7.76 7.23 3.89 0.10 0.27 0.63

鹿児島市 84.4% 724,236 22,169 26,270 5.4% -7.8% -16.1% 0.7% 17.1% 2.52 5.07 7.35 4.06 0.02 0.16 0.82

帯広市 83.5% 263,344 8,462 10,138 12.4% -11.1% -21.1% -2.9% 21.9% 5.52 6.59 7.04 3.70 0.10 0.19 0.72

鶴岡市 83.1% 137,380 4,417 5,314 11.6% -2.8% -29.1% -4.2% 24.5% 3.07 5.8 7.09 3.47 0.10 0.29 0.61

米子市 82.6% 231,746 7,096 8,588 9.3% -7.8% -22.6% -3.2% 23.8% 2.37 5.64 6.82 3.41 0.07 0.22 0.71

久留米市 82.5% 431,897 13,504 16,374 4.2% -5.1% -20.3% -1.1% 18.0% 2.42 7.56 7.27 3.83 0.08 0.22 0.70

旭川市 80.6% 388,701 11,910 14,784 12.0% -11.2% -25.0% -0.1% 23.7% 5.44 4.79 7.36 3.90 0.06 0.17 0.77

佐世保市 80.3% 298,023 8,337 10,378 11.7% -3.4% -32.8% -0.7% 24.3% 2.59 4.88 6.56 3.39 0.04 0.21 0.75

鳥取市 80.3% 232,610 7,052 8,784 8.7% -7.8% -25.5% -1.4% 26.0% 1.3 5.83 6.89 3.52 0.07 0.22 0.70

蒲郡市 80.1% 81,100 2,636 3,292 -4.7% 1.4% -21.6% 2.8% 1.6% 2.28 7.75 7.23 3.75 0.04 0.40 0.56

八代市 79.8% 157,127 4,519 5,662 5.6% -3.8% -27.1% -2.9% 25.8% 2.7 8.28 6.82 3.43 0.15 0.22 0.63

釧路市 79.6% 205,177 6,258 7,858 15.5% -10.6% -30.4% -2.8% 28.3% 5.36 7.75 6.84 3.86 0.04 0.20 0.76

弘前市 78.7% 291,789 8,299 10,547 14.3% -10.5% -31.2% -1.1% 27.2% 1.87 5.4 7.05 3.16 0.19 0.19 0.62

福島市 77.0% 451,044 16,418 21,329 -4.9% 0.9% -25.9% -3.7% 32.2% 2.03 7.85 7.91 4.33 0.07 0.28 0.66

北見市 76.0% 126,326 3,869 5,091 14.1% -11.7% -34.0% -2.0% 33.2% 5.46 6.44 6.88 3.71 0.09 0.18 0.73

沖縄市 67.5% 327,550 7,187 10,652 10.9% -6.7% -52.4% 1.3% 37.0% 2.49 5.49 6.29 3.32 0.03 0.18 0.80

石巻市 46.9% 193,051 7,982 17,032 -9.9% 0.2% -103.6% -11.1% 125.9% 4.26 13.55 6.97 5.30 0.08 0.29 0.63
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図 4 連携中枢都市圏の産業構造と地域経済循環率 

 
図5 大都市都市圏の産業構造と地域経済循環率 5) 

 

 

考察・まとめ 

分析結果として既存の 2つの都市圏構想に対し、マクロ経済の視点から圏域における地域経済循環の構造を分析した。

圏域における経済的自立度を測る地域経済循環率の高い地域は投資や輸出超過により資金が地域内に流入し、その資金

の運用により、特に第2次産業において高い生産性を発揮し、補助金等の財政移転に頼らない傾向があった。また地域経

済循環率は圏域内住民の雇用者所得とも強い相関があった。これらから、第 2次産業が圏域の経済的自立性を支える核と

なる産業であることが示される。 

産業構造と地域経済循環率との関係では、図 5 より、都市雇用圏においては特に第 2 次産業に特化した圏域（第 4 象

限）で地域経済循環率が高い地域が多いことが示された。他方、連携中枢都市圏においては図 4より、第 3次産業に特化

した圏域（第2象限）で地域経済循環率が高い地域が多いことが示された。図 4の第 2象限において地域経済循環率が高

い地域がある理由として、特に地域経済循環率が1を超える4つの地域である、「しずおか中部連携中枢都市圏」、「高梁

川流域連携中枢都市圏」、「大分都市広域圏」、「山口県央連携都市圏域」には都市人口規模の大きさと第2次産業の労働生

産性の高さが共通点として挙げられる。一般的に都市人口の多い地域ほど、高度なサービス施設が立地可能であること

[19]や、第3次産業の就業割合が増加する傾向がある[23]が、これら 4圏域はそれに加えて、第2次産業の労働生産性が、

表2よりそれぞれ、「11.31(百万円/人)」、「13.13(百万円/人)」、「11.58(百万円/人)」、「12.86(百万円/人)」と他の多くの連携

中枢都市圏より高いことがわかる(全市町村の平均は9.64(百万円/人))。つまりこれらの圏域は第3次産業において全国よ

り特化した特徴を有しながら、第2次産業において高い生産能力を有した圏域であることが言える。他方、大都市雇用圏

においては図 5より、第 2 次産業に特化した第 4 象限において地域経済循環率の高い圏域が多く集まっており、第 2次

産業に特化した圏域において高い労働生産性を発揮し、それが高い地域経済循環率に繋がっている特徴がある。(表 3よ

り第 2 次産業就業者割合と第 2 次産業労働生産性の相関は 0.60 とやや強い相関関係がある)これらを総じて、地域経済

循環率と第 2次産業の労働生産性は強い関係性があることが言える。 

本稿では圏域全体に対し、マクロ経済視点から地域経済循環率及び地域経済循環構造を圏域構想に組み込む意義につ

いて主張したが、実際に圏域を構想する際には圏域ごと、及びその周辺地域との企業間取引等のミクロ経済の視点で分析



 

 

することも有効であろう。今回の分析では既存の圏域に対する地域経済循環構造を分析したが、今後の展開として、特定

の市町村から、地域経済循環を高めていくようにボトムアップ式で圏域を形成する研究案が考えられる。例えば連携中枢

都市圏の中心都市の定義である 20万人を満たさない地域においても、地域経済循環率と高い相関のある第 2次産業で高

い生産力を誇る市町村が中核となり、圏域を構想することも良いだろう。またミクロ経済分析と地域経済循環率を組み合

わせて、圏域内のコア企業の数やサプライチェーンの長さなどを、相関関係を見る変数として導入しても面白いだろう。 

 

Abstract（英文） 

We discuss the structure of regional economic circulation in the “Urban Employment Area” and “ Cooperation central 

metropolitan area“ . We consider that the desirable coordinated urban area is one where the rate of regional economic 

circulation exceeds 100% and is not dependent on income inflow from outside the region. There is a strong correlation 

between the economic cycle rate and the employment income of residents within the area, and both of these correlate 

strongly with the labor productivity of the secondary industry, making it desirable to establish a region with a 

secondary industry as one of the cores of the region's economy. 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

註 

 1)林(2017)[2]では連携中枢都市圏に対し、通勤通学割合とサプライチェーンに基づく企業活動が一致するとは限らな

いとしているが、周辺都市において概ね類似した定義である都市雇用圏においても同様のことが考えられる。 

 2)ここでは域内総生産を指し、付加価値と同義である。 

 3)基盤産業を定義する尺度の一つである「特化係数」は、ある産業 A に対して、「当該市町村の産業 A の従事者比率/

全国の産業Aの従事者比率」と定義されるが、本稿では産業構造自体に対して特化係数の定義に沿って議論している。 

 4)石巻市都市圏は2011年に発生した東日本大震災で大きく被災した地域であり、経済の立て直しとして多額の財政移

転が発生し、地域経済循環率が低下している(特に都市圏の中心である石巻市の地域経済循環率は 2010 年時点で 86.1%

であったが、2015年時点では50.9%となっている)。そのため平常時と異なる経済構造である石巻市を、相関係数を計算

する際に除く処理を行った。 

  5)豊田市都市圏は散布図のスケール調整のため、図中から省略した。豊田市都市圏の散布図中の位置、地域経済循環率

等は図3、表3の通りである。 
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